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目的 2011年 3 月11日に発生した東日本大震災において岩手県宮古保健所が担った急性期以降の医

療救護活動の調整過程を検証し，今後の災害医療対策の推進に資する。

方法 宮古保健所管内の宮古市と山田町での医療救護活動を期（発災～3 月下旬），期（～4 月

中旬），期（～5 月末宮古市，～7 月上旬山田町）に区分し，この期間における保健所の

調整過程と結果について記述し，分析した。

結果 宮古保健所は 3 月中旬から医療支援チームおよび地元自治体等による調整会議を設置・運営

し，宮古市では 5 月末まで，山田町では 6 月末まで継続した。被災地の医療需要の変化や地元

医療機関の再開を踏まえ，現地での医療支援チームの活動など医療救護体制の調整に努めた。

医療支援チーム総受診者数（1 日）は，宮古市では期で約250人のピークを示したのち，

期まで緩やかに減少した。これに対し山田町では期で約700人のピークを示したのち，

期で100人まで急激に減少し，期では緩やかに減少した。この推移の違いは，宮古市では

期で29施設（全体の93.5）の稼動医療機関を避難者が早期から受診したこと，山田町では

期で 1 施設（20），期で 3 施設（60）と少ない医療機関の再開にあわせて医療支援チー

ムが救急トリアージなどを機能分担する体制を導入し，受診者の地元医療機関への移行を進め

たことが要因と考える。

避難者における医療支援チーム受診者の割合は，宮古市では期から期を通じほぼ 5を

下回り，山田町では期の19から期で 5を下回り，期は 2～3となった。また，期

で宮古市では健康管理支援などの医療必要度の受診者が80以上を占め，宮古市と山田町の 1
日あたり救急搬送人員（人口 1 万対）も発災以前と同水準となっていた。このことは，遅くと

も期の早い段階での避難者の医療需要の低下，安定化を示唆した。

以上から，災害の急性期以降の医療救護活動の調整においては，地元医療機関と医療支援

チームとの機能分担の導入と医療需要のモニタリング結果に係る情報をマネジメントすること

で，より適切なタイミングで医療救護体制から地元主体の医療提供体制に移行させる判断を支

援することができると考える。

結論 東日本大震災において宮古保健所が担った医療救護活動の調整過程を検証し，急性期以降の

医療救護活動の調整における留意点と情報マネジメントの仕組みを整備する重要性を示した。
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 は じ め に

2011年 3 月11日に発生した東日本大震災津波（大

震災）は，阪神・淡路大震災以降に充実強化されて

きた日本の災害医療システムが対応を求められた初

めての大規模・広域災害である。災害派遣医療チー

ム（Disaster Medical Assistant Team: DMAT）やこ

れに続く医療支援チームによる対応に成果があった

とされる一方で，これらのチームの被災地における

活動を調整する都道府県や保健所等の体制が課題と

して指摘された1)。

岩手県では，県，岩手医科大学や岩手県医師会等

から構成される「いわて災害医療支援ネットワーク」

を立ち上げ，医療支援チーム派遣の効率化と平準化

などの対策を講じた。これにより，DMAT が被災

地から撤退して以降の中・長期かつ広範囲にわたる

医療支援体制の構築・運用に取り組んだ2)。この活

動は医療支援チームの受入れや全体的な配置などの

点で一定の評価3,4)がなされたものの，医療支援
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表 地震・津波の概要

区 分 宮古市 山田町

最大震度 5 強 5 強

津波痕跡高※ 田老海岸 16.3 m
宮古湾 11.6 m
重茂海岸 21.8 m

山田湾 10.9 m
船越湾 19.0 m

浸水面積 10 km2 5 km2

死者・行方不明者

負傷者

死者 420人
行方不明者 94人
負傷者 34人

死者 604人
行方不明者 149人
負傷者 不明

家屋倒壊 4,005棟 3,167棟
災害廃棄物等推計量 73.2万トン 54.2万トン

※津波痕跡高の当該地域は図 1 を参照。
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チームの現場での活動をコーディネートする仕組み

がなく，その体制のあり方に課題を残した2)とされ

ている。

大震災への対応で，医療者の立場から，医療支援

チームの派遣体制や活動内容についての報告5～7)や

収集された情報に基づいて活動調整の経過を検証し

た報告8～11)は多い。しかし，医療支援チームの活動

調整を含め，災害時の対応における情報収集に基づ

く判断・対応12～15)に関し保健所の立場からの実践

報告は詳らかでない。

今回，岩手県宮古保健所（宮古保健所）は，大震

災で保健所管内に派遣された医療支援チームの急性

期以降の現地活動の調整を担った。本稿では，医療

支援チームによる医療救護活動の調整過程とこの過

程で収集されたデータの検証結果を報告するととも

に，あわせて医療救護活動の調整における留意点と

情報マネジメントのあり方について検討した。

 対象と方法

宮古保健所管内は 1 市 2 町 1 村からなる。このう

ち，対象地域は，発災後から概ね 3 か月にわたって

医療救護活動が行われた宮古市と山田町である。

. 対象地域の概況

宮古保健所管内は岩手県の内陸中央から三陸海岸

に至る広大な面積（東京都，大阪府，神奈川県，香

川県，佐賀県のそれぞれの面積を超える）を有し，

人口は約92,700人の過疎地である（宮古市59,430
人，山田町18,617人，岩泉町10,804人，田野畑村

3,843人16)）。また，岩手県の人口10万対の医療施設

従事医師数は181.4（平成22年）で全国43位であり，

その中で保健所管内の人口10万対の診療医師数は

104.6と最も低い水準であった17)。

こうした状況の中で発生した大震災により死者・

行方不明者数は宮古市では514人（人口の0.9。以

下同様），山田町 753人（ 4.0），岩泉町 7 人

（0.06），田野畑村29人（0.8）となっていた。

宮古市および山田町は家屋や商店街，水産業関連

施設，公共施設などが海岸沿いの狭い平野部に集積

し，国道や鉄道などの主要交通網も海岸沿いを運行

していた。地震による大津波により両市町とも中心

市街地が被災し，山田町では二次火災の発生により

中心市街地が広範囲に焼失した（表 1)2)。大震災に

より被災した医科医療機関は宮古市では31機関中14
施設，山田町では 5 機関中 4 施設，岩泉町では 6 機

関中 1 施設であった（宮古保健所調べ）。

. 情報の収集と分析

検討の対象とした情報と情報源を表 2 に示した。

情報源は，医療支援チームとの調整会議等に係る保

健所の諸資料や関係機関公表・提供資料によった。

これらを用い，宮古保健所が医療支援チームの活動

調整に対応した2011年 3 月中旬～7 月上旬までの期

間を下記のように区分のうえ記述し，それぞれの対

応で得られた成果等について分析を行った。なお，

本報告の情報源である宮古保健所資料や活動日報等

は個人を特定できる健康情報は含まれていない。

区分期間

期体制の構築（3 月中旬～下旬）

DMAT 体制から移行した医療救護体制の構築

期見直し（4 月中旬）

医療救護体制の縮小・撤退を想定した見直し

期縮小・撤収（5 月上旬～7 月上旬）

段階的縮小から撤収

 結 果

. 医療救護活動の調整過程

1) 調整会議の設置・運営

宮古保健所は，DMAT 体制から移行した医療救

護体制の活動調整に 3 月中旬（19日）から対応する

こととなった。宮古市および山田町で調整会議を設

置・運営し，設定した活動エリアごとに医療支援

チームの受入れや配置調整等を行った。調整会議で

は，各チームの活動状況や地元の医療機関の復旧状

況などの情報を報告・共有し，その結果を踏まえ活

動方針の調整を行った（図 1）。
（ア）宮古市

宮古市での調整会議は，DMAT 体制時に調整拠

点であった地域基幹病院である県立宮古病院から約

5 km 離れた県合同庁舎内の宮古保健所（図 1. M3
エリア）に移した。調整会議の構成は，当初，医療

支援チーム，市および保健所で，その後，心のケア

チーム，派遣薬剤師チーム，状況に応じて県立宮古
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表 収集・分析した情報とその情報源

情 報 区 分 情 報 源

避難者数 東北地方太平洋沖地震「被害状況・避難所など」18)

（いわて防災情報ポータル公表間隔は時期により毎日，3 日毎

および 1 週毎と異なる）

医療救護体制の推移

医療支援チーム数

医療支援チーム総受診者数

医療支援チームあたりの平均受診者数

地域医療機関の稼動数

医療支援チーム調整会議資料

チーム担当地域および期間

医療支援チームの活動方針

医療支援チーム活動日報

医療支援チーム受診者数集計表

医療機関稼動状況一覧表

避難所状況一覧表

その他

医療支援チーム受診者の避難者における割合

〔医療支援チーム総受診者数÷避難者数（）〕

同上（医療支援チーム調整会議資料および岩手県ホームページ

「被害状況・避難所情報」）

医療必要度別の受診件数 医療支援チーム活動日報（モニタリング用宮古市のみ）

健康管理支援（服薬管理，血圧測定，集団指導等に相当）

要診察（開業医紹介に相当）

(定期）処方（臨時または定期の処方で開業医紹介に相当）

リハビリテーション（当該サービスに相当）

地域基幹病院紹介（当該サービスに相当）

1 日あたり救急搬送人員（人口 1 万対） 管轄別救急出動件数及び搬送人員（宮古市および山田町）

3 月11日～7 月16日までの 1 週間毎の状況

平成23年版消防年報（岩泉町，田野畑村を含む）

（以上，宮古地区広域行政組合消防本部提供）

公共交通機関の運行状況 民間路線バスおよび患者輸送バスの運行状況

〔東日本大震災の記録・被害状況「避難所への情報提供」（宮古市

ホームページ）および東日本大震災・大津波に関する情報「公表

資料」（山田町ホームページ）〕
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病院，自治体派遣等の保健活動支援チームの代表が

参加した。なお，保健活動支援チームは，別途運営

されたチームミーティング（山田町派遣チームを含

む。後に心のケアチームも参加）を優先させてい

る。同会議は概ね午後 5 時開催を目安に 4 月下旬ま

では毎日，5 月上旬からは週 3 回開催され，同下旬

まで継続された。また，宮古医師会に設置された災

害医療救助対策会議との合同会議（4 月上旬まで週

1 回開催，その後医師会と保健所長が 2 週間に 1 回

5 月末まで定期会合）を通じ，医師会による巡回診

療や医療機関・薬局での処方期間ルールの調整，医

療支援チームの活動方針の共有等を行った。

（イ）山田町

山田町の調整会議は，DMAT 体制時から調整拠

点であった町中心部に設置された，救護所を有する

大規模避難所（同 Y3 エリア）に継続して設置され

た。調整会議の構成は，当初，医療支援チーム，被

災した地元医療機関・薬局，町および保健所で，そ

の後，心のケアチーム，日本看護協会派遣チーム，

状況に応じて県立宮古病院，自治体派遣等の保健活

動支援チームの代表が参加した。

同会議は概ね午後 5 時開催を目安に 4 月下旬まで

は毎日，5 月上旬からは週 3 回開催され，6 月下旬

まで継続された。

（ウ）医療支援チームの派遣調整

医療支援チームの派遣要請は県本庁所管課に対し

て行った。同所管課は「いわて災害医療ネットワー

ク」と調整のうえ，当該ネットワークに登録された

中から派遣する医療支援チームを決定した。現地で

は，この派遣システムによる医療支援チームを受け

入れた。一方で，この派遣システムによらず現地に

直接訪れる医療支援チーム等については，原則とし

て受入れなかった。

上述した一連の業務は，所内体制の制約もあり所
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図 宮古保健所管内，宮古市，山田町の位置と医療支援チーム活動エリア
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長を含めた 3 人で対応せざるを得なかった。このた

め，保健所長は他に出席を要請される災害関連会議

を状況に応じて欠席し，これらの業務を優先させた。

なお，活動調整の期間を通じ，医療機関，歯科医

療機関，薬局の診療状況等を把握のうえ一覧表を作

成し，宮古市，山田町，医療支援チームをはじめと

した支援者や関係機関等に情報提供した。

2) 医療救護体制の推移

避難者の状況や街中心部，医療機関の被災状況等

の相違から，救護所の設置や医療支援チームへの受

診状況，医療救護活動の期間など，両市町における

医療救護活動は異なる経過をとった（表 3）。
 期 体制の構築（3 月中旬～下旬）

ア 宮古市

医療支援チームは，救護所では避難者に終日対応

し，巡回診療では日中対応を中心とした。宮古市の

市街地周辺に設置された避難所は，近隣に診療を再

開した医療機関が多かったため，夜間（1800～

2000）に医師会を中心とした巡回診療が実施され

た。3 月中旬で診療（診療内容や診療日時を限定し

ている場合を含む。以下同様）している医科医療機

関は19施設（地域基幹病院 1，精神科病院 2 を含

む。震災前の全医科医療機関の約61。以下同様）

で，同下旬29施設（93.5）であった。同様に調剤

を行っている薬局は16施設（全21施設の76.2）で

あった。

イ 山田町

医療支援チームは救護所を設置した避難所での診

療と近隣避難所への巡回診療を実施した。また，調

整会議の設置・運営が行われた大規模避難所に被災

した薬局の複数の薬剤師が合同で薬局機能を整備し

た。これは，町内に設置された他の救護所への薬剤

供給の拠点となった。

3 月下旬で診療している医科医療機関は 1 施設

（20）で，同様に調剤を行っている薬局は 2 施設

（全10施設の20）であった。

 期 見直し（～4 月中旬）

ア 宮古市

医療救護体制の縮小・撤退を想定し，避難所への

巡回診療を継続する必要性を検討した。その際「避

難所の状況が疾病管理を中心とした医療ニーズから

健康管理を中心とした保健ニーズへシフトしてい

る」とする医療支援チームの提案をうけ，受診者の

医療必要度をモニタリングすることとした。これ

は，受診件数を医療の必要度から 5 つの診療区分に

計上してモニタリングし，体制の縮小・撤退の判断

に活用するものであった。この段階での稼働医療機

関は29施設（93.5），薬局17施設（80.9）であ

った。なお，宮古市では民間交通会社がバスの運行

を再開した。

イ 山田町

地元 2 医療機関が仮設診療所で診療を再開する状

況を受け，医療救護体制を順次縮小していく方向性
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表 医療支援チームの活動調整等の過程（概況)

 期  期  期

構 築
（～3 月下旬)

見直し
（～4 月中旬)

縮 小
（～5 月上旬)

撤 収
（5 月下旬～7 月上旬)

宮古市

避難者数◎（人口に占める割合) 約5,300(8.9) 約3,900(6.6) 約2,500(4.2) 約1,800(3.0)

医療支援チーム数☆ 9 8 4 3

保健所による調整

〈調整会議設置・運営〉   5 月下旬

〈医療支援チームの配置・活動〉

救護所（巡回）（M1, M5)  

巡回（M2～M4)†   5 月下旬

医療必要度モニタリング   5 月下旬

稼動医療機関数/全医療機関数

(稼動割合)

※19→29/31
(61.3→93.5)

29/31
(93.5)

29/31
(93.5)

30/31
(96.8)

民間路線バス（市内・市外)   (継続)

山田町

避難者数（人口に占める割合) 約4,300(23.1) 約3,400(18.3) 約2,800(15.0) 約1,200(6.4)

医療支援チーム数 10 8 5 3

保健所による調整

〈調整会議設置・運営〉   6 月下旬

〈医療支援チームの配置・活動〉

救護所（巡回）（Y1～Y5)  

巡回（Y3 以外)   6 月下旬

本部救護所（Y3)
救急トリアージ（日中)  

休日夜間対応（救急対応あり)   7 月上旬

稼動医療機関数/全医療機関数

(稼動割合)

※0→1/5
(0→20.0)

3/5
(60.0)

3/5
(60.0)

4/5
(80.0)

民間路線バス（町内・宮古市間)   (継続)

患者輸送バスの運行（町内)   (継続)

◎☆避難者数は期～期末の概数，医療支援チーム数は当該期間を含む週ごとの平均であること。救護所（巡

回）避難所に設置した救護所での診療と近隣救護所で巡回診療を行うこと，M1～M5 および Y1～Y5 は図 1 におけ

る医療支援チームの活動エリアであること。† 巡回図 1 の医療支援チーム活動エリア内の避難所で巡回診療を行う

こと。※期の稼動医療機関数は 3 月中旬と下旬における状況であること。
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を検討した。その際，医療支援チームから提案がな

された。それは，調整会議を設置・運営する拠点で

あった大規模救護所を廃止し，これと同じ Y3 エリ

アで診療を再開する仮設診療所が当面担うことが困

難な一次救急トリアージ（24時間）や休日（土日）・

夜間診療を機能分担する本部救護所を設置するもの

であった。この大規模救護所は 3 月下旬までに約

3,300人の患者が受診しており，この数は町内の全

5 か所の救護所を受診した患者約7,500人の44を

占め，直近の受診者も 1 日250人程度であった。診

療を再開する仮設診療所は，町役場に近接する旧県

立病院の外来診療棟を再活用し，3 人の医師で診療

する体制であった。本部救護所の設置にあたって

は，本部救護所の体制や医療支援チームが診療所へ

受診勧奨を行う方針，救急搬送等を担う消防署との

連携等について調整会議で検討された。派遣体制の

事情から本部救護所の運営体制に一部医療支援チー

ムから異論もあったが，最終的に本部救護所を設置

する方針が了承された。なお，山田町では，宮古市

と同様のモニタリングの実施は調整がつかなかっ

た。この段階での稼働医療機関は 3 施設（60），

薬局 3 施設（30）であった。

山田町でも宮古市と同様の民間交通会社がバスの

運行を再開した。また，山田町は診療を再開した地

元医療機関への受診を支援する患者輸送バスの運行

を開始した。
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図 宮古市(A)および山田町(B)における避難者数と医療支援チーム総受診者数の推移
（期～期は医療支援チームの活動調整の期間区分，□囲み数値は稼動医療機関数を示す）
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 期 縮小・撤収（～5 月末，～7 月上旬）

ア 宮古市

4 月中旬以降のモニタリング結果での医療必要度

の状況や医療支援チームの派遣計画を踏まえ，支援

チーム数や巡回診療を段階的に縮小し，5 月末で撤

収した。この撤収計画は宮古市と事前調整のうえ，

調整会議での了承を得て，避難者等への周知を含め

1 月かけて実施された。撤収段階での稼働医療機関

は30施設（96.8），薬局20施設（95.2）であっ

た。

イ 山田町

避難所への巡回診療については，受診者の動向や

医療支援チームの派遣計画を踏まえ，段階的に縮小

し 6 月末で撤収した。本部救護所については，5 月

上旬から休日・夜間診療に体制を縮小したのち，被

災した地元の県立病院が仮設診療所で診療を開始し

た 7 月上旬で撤収した。この撤収計画は山田町と事

前調整のうえ，調整会議での了承を得て，避難者等

への周知を含め約 2 月かけて実施された。撤収段階

での稼働医療機関は 4 施設（80），薬局 4 施設

（40）であった。

. 医療支援チーム総受診者数，同チーム数，同

チームあたりの平均受診者数の推移

1) 医療支援チーム総受診者

宮古市では医療支援チーム総受診者数は約250人
まで増加したのち，期にかけて150人前後に減少

し，その後，医療必要度のモニタリングを導入した

期で100人前後となり，全期間を通じて緩やかに

減少した。この間，稼動医療機関が当初の19施設か

ら期末で29施設（93.5）まで増加し，期末で

30施設（96.8）となっていた。

山田町では同受診者数は期で約700人の大きな

ピークを示したのち，期にかけて100人前後まで

急激に減少し，期では50人前後で推移した。この

間，稼動医療機関が期で 1 施設（20），期で

3 施設（60）となり，同時に本部救護所機能が導

入され，期末で 4 施設（80）となっていた（図

2(A), (B)）。

2) 医療支援チーム数およびチームあたり平均受

診者数

チーム当たりの平均受診者数（1 日あたり）と医

療支援チーム数の推移をみると，宮古市では医療支

援チームの増加に伴いチームあたり平均受診者数が
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図 宮古市(A)および山田町(B)における週ごとの平均医療支援チーム数およびチームあたり平均受診者数
の推移

（宮古市の第 1 週は19日，20日の平均，最終週は23日～27日の平均，山田町の最終週は27～29日の平均）

図 避難者における医療支援チーム受診者の割合の推移
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期の後半で20人前後まで低下したのち，期まで

同水準で推移し，撤収時は10人前後となった。この

間，医療支援チーム数は期から期の前半まで 8

～9 チームで高止まりした。医療必要度モニタリン

グと巡回診療の低減が導入された後は 3～4 チーム

に半減し，撤収時 2 チームとなった。
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表 受診内容のモニタリング結果（宮古)

実施時期 4 月13日
～4 月24日

5 月10日
～5 月25日

医療支援チームの避難所巡回 毎日 3 日に 1 回

延受診者数 人（) 1,711( 100) 662( 100)
受診内容 人（)

健康管理支援 733(42.8) 382(57.7)
要診察 686(40.1) 203(30.7)
(定期）処方 258(15.1) 28( 4.2)
リハビリテーション 25( 1.5) 48( 7.3)
地域基幹病院紹介 9( 0.5) 1( 0.2)

図 1 日あたり救急搬送件数（人口 1 万対）
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山田町ではチームあたりの平均受診者数が期で

70人台のピークを示したのち，期で30人台，期

の早い段階で10人台まで減少した。この間，医療支

援チーム数は，チームあたり平均受診者数のピーク

にやや遅れたもののほぼ同様の推移を示し，期で

10チーム，期で 8 チーム，本部救護所と巡回診療

の低減が導入された期で 6 チームとなり，その

後，徐々に減少し撤収時は 3 チームとなった（図 3
(A), (B)）。
. 避難者における医療支援チーム受診者の割合

の推移とモニタリング結果

避難者数が減少していく中で，避難者における医

療支援チームの受診者の割合をみると，期から多

くの医療機関が再開した宮古市では期から期を

通じてほぼ 5を下回って推移した。これに対し，

山田町では期に19まで上昇した後，本部救護所

が導入された期以降にかけて 5を下回るまで低

下し，さらにバス路線が再開した期以降は 2～

3程度で推移した（図 4）。これらの受診者の医療

必要度の変化について，宮古市で実施されたモニタ

リング結果をみると，発災後 1 か月以降の 4 月中旬

から下旬の時点で健康管理支援が42.8で，2 か月

以降の 5 月中旬から下旬の時点では57.7と増加

し，これに要受診の割合を加えると88.4となって

いた（表 4）。
. 救急搬送の状況

宮古市と山田町の 1 日あたり平均救急搬送人員

（人口 1 万対）は，発災直後（3 月11日～12日）は

宮古市5.8人で，その後，減少傾向を示し，3 月下

旬に2.0人となり，以降 4 月1.4人，5 月1.2人，6 月

1.1人となった。これに対し山田町では発災直後

11.3人で，その後，4 月1.8人，5 月1.0人，6 月1.2
人，7 月1.1人であった（図 5）。救急搬送人員は，

被災が甚大であった山田町で 3 月～4 月に増加した

が，5 月以降は宮古市と同水準であった。なお，宮

古市および山田町とも医療支援チーム撤収後に救急

搬送人員が増加する傾向は認められなかった。ま

た，宮古地区広域行政組合消防本部の平成23年版消

防年報から算出した同年 1 月から 2 月の 1 日あたり

平均搬送人員（人口 1 万対）は1.1人であり，宮古

市および山田町の 5 月以降の状況と同水準であった。

 考 察

本報告は，大震災発生後の急性期以降における医

療支援チームによる医療救護活動に宮古保健所が対

応した調整過程とその結果である。宮古保健所は 3
月中旬から医療支援チームおよび地元自治体を含め

た調整会議を設置・運営し，宮古市では 5 月末ま

で，山田町では 6 月末まで継続した。期は医療需

要の増加に対応し医療支援チームの増員体制をと

り，期は地元医療機関の再開や医療需要の変化に

対応し活動方針を見直し，期は医療需要の低下と

安定化を踏まえ体制の縮小・撤収を判断した。この

調整活動とその結果の検証から，次の知見が得られ

た。第 1 に，宮古市と山田町における医療支援チー

ムの受診者数の推移の違いから，地元医療機関の復

旧状況に加え，地元医療機関と医療支援チームの機

能分担の状況が受診者の動向に影響したこと，第 2
に，受診者数に加え，避難者における受診者の割合

や受診者の医療必要度，救急搬送状況のモニタリン

グは災害時の医療需要の把握に有用であること，で

ある。

まず，地元医療機関の復旧状況に加え，地元医療

機関と医療支援チームの機能分担の状況が受診者の

動向に影響することの意義についてである。宮古市

では医療支援チーム総受診者数（1 日）は期で

250人のピークを示し，その後，避難者数の規模等

からさらに増加するとの当時の予測とは異なり，
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期まで緩やかに減少した。これは，期当初で19施
設（全医療機関31の61.3），期末で29施設（同

93.5）に達していた診療を再開した地元医療機関

への患者の受診が早い段階で進んだと考えることが

できる。

これに対し山田町では期で約700人のピークを

示したのち，避難者数の規模等からその状況が継続

するとの当時の予測とは異なり，期で100人まで

急激に減少し，期では緩やかに減少した。これ

は，期末で 1 施設（20），期で 3 施設（60）

となっていた診療を再開した地元医療機関に受診者

が移行した11)と考えることができる。これに加え，

山田町では，地元医療機関の再開にあわせて最大の

受診者数を受入れていた大規模救護所を廃止し，診

療を再開した地元医療機関が当面担うことの困難な

一次救急（24時間トリアージ）や休日・夜間診療を

機能分担する体制を導入した19)。この体制により，

日中において地元医療機関への受診者の移行がさら

に進んだと考える。災害後の急性期以降の対応で

は，医療救護体制から地元主体の医療提供体制への

復旧を支援する取組が求められる。山田町での医療

支援チームと地元医療機関との機能分担の事例は，

この取組を進めるうえで有用であることを示すと考

える。

加えて，期以降の受診者数および避難者におけ

る受診者の割合の動向については，地元医療機関へ

の受診環境が影響したことが推察される。宮古市で

は市街地から離れた避難所の避難者の地元医療機関

への公共アクセスは，民間交通会社のバス運行のみ

であった。これに対し山田町では当該バスに加え町

独自で地元医療機関への患者輸送バスを運行した。

宮古市では受診医療機関へ通院しにくい環境にあっ

た受診者が継続して医療支援チームの受診者とな

り，山田町では町独自の患者輸送バスなどの通院の

足20)が地元医療機関への患者受診をさらに移行させ

たと推察する。

次に，受診状況と救急搬送状況を指標化し医療需

要をモニタリングすることが，災害後の医療の安定

化を判断することに有用であることについてであ

る。災害後の医療の安定化は，平常時の医療需要の

水準との比較で判断することが一つの手法と考え

る。そこで，平常時の医療需要を示す指標として患

者調査の受療率を用い，岩手県の人口10万人あたり

の外来受療率5,604（H20年)21)，5,541（H23年)22)

を割合に変換するとそれぞれ5.6，5.5程度とな

る。この数値は，期（4 月中旬）に宮古市と山田

町で示された避難者における受診者の割合である

5の水準と概ね一致する。この割合は，期以降，

5をさらに下回って推移した。加えて，宮古市で

のモニタリング結果から医療支援チームへの受診者

の医療必要度をみると，健康管理支援の割合は発災

後 1 か月以降の 4 月中旬から下旬の時点で42.8で，

2 か月以降の 5 月中旬から下旬の時点では57.7と

増加し，これに要受診の割合を加えると88.4とな

っており，医療必要度の軽度である者の割合が高く

なっていた。また，発災後の 1 日あたりの救急搬送

人員（人口 1 万対）も，期の早い時点で発災前と

同水準まで減少していた。これらの指標の推移を総

合すると，災害後の医療需要は，発災後 1 月以降か

ら平常時の水準に近づき，遅くとも 2 か月前後で発

災前の水準に安定化20)していたと考えることができ

る。

中越沖地震では，発災 3 日目にはほとんどの診療

所が診療を開始し，救護・巡回医療チームの受診者

数などが激減していたものの，被災者が通常どおり

通院できる状況ではないこともあり，撤収の判断は

非常に難しかったとしている23)。阪神淡路大震災で

も復旧した診療所の割合が80を超え，被災住民に

対してほぼ満足できる医療を提供できる状況と判断

してから 2 か月以上の期間をかけて撤収24)してい

る。今回検証した活動調整においても，当時は，避

難者の安全・安心感につながるとの判断から長期の

支援を要請した25)。一方，支援する側からみると，

撤収の要件として医療ニーズの減少や地元医療機関

の復旧，他の医療支援チームの活動状況，派遣目

的・目標の達成26,27)などを踏まえ地元の了解を得て

段階的に行うとされている10)ものの，実際の撤収の

判断においては，経験や直感に裏打ちされた判断で

先行せざるを得ないこともある15)とされる。医療支

援チームの活動調整，とくに撤収の判断の難しさを

示すものと考える。このような観点から，今回の検

証で示した受診状況や救急搬送状況のモニタリング

は，災害時の医療需要の把握に有用であり，医療支

援チームの活動調整より適切なタイミングで縮小・

撤収する際の目安や判断材料の一つ11)になりえると

考える。

本報告は，医療支援チームと地元医療機関に機能

分担する体制を導入し，災害時の医療需要をモニタ

リングして評価することが，医療救護体制から地域

医療機関主体の体制への移行を適切に行ううえで有

用であること示したものと考える。一方で，これら

の検証結果は，保健所のデータ等に基づく情報マネ

ジメントが不十分であったことをあらためて示した

と考える。本稿で検証したデータ等は，発災後の活

動調整に取り組む過程で収集されたものである。収

集する目的や内容，態勢などを平常時に事前設定さ
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れていたものではない。避難者における受診者割

合，医療支援チームあたり平均受診者数，受診者の

医療必要度，救急搬送状況も災害対応後にあらため

て設定されたものである。災害時の健康危機管理に

おいて収集する情報の目的とその構造，その情報を

管理する組織を明確にしたモニタリングシステム15)

が事前に準備できていなかったのである。

災害時の対応において，情報システムは対応を選

択するための判断に必要な情報を提供するものとさ

れる14,28)。このため，情報の収集は標準化されたフ

ォーマットに基づき行われ，その分析・評価からア

ウトプット，情報提供までの手順・段取りが事前に

設定され29,30)，災害時の対応はこの枠組みで訓練さ

れたチームが行うことが想定されている28,30,31)。今

回の検証を踏まえ，地域における災害対応力を向上

させる観点から，保健所は地域関係機関等との間

で，同様の情報マネジメントの仕組みの整備に取り

組むことが求められる。

本稿で分析した情報は，地元医療機関の受診状況

を含めた災害時の地域医療全体の医療需要を分析し

たものではない。また，情報収集に利用した活動日

報の様式も事前設定されたものではないシンプルで

``quick'' なものであり，得られた数字も概数でバイ

アスを含む ``dirty'' なもの28)と考える。したがっ

て，これら情報の検証から得られた災害時医療にお

ける機能分担の重要性や医療需要の評価指標の有用

性については一定の制限を有するものと考える。

以上，大震災における医療救護活動の調整過程と

収集されたデータを検証することにより，災害時に

おける急性期以降の医療救護活動の調整において

は，医療支援チームと地元医療機関との機能分担に

留意するとともに，医療救護活動への医療需要をモ

ニタリングしたうえで，これらの取り組み結果を活

動の調整に活かす情報マネジメントの仕組みを整備

することが重要であることを示した。

この研究の一部は，第71回日本公衆衛生学会（山口県

山口市）にて発表した。また，平成24年度厚生労働科学

研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業）

による「地域健康安全・危機管理システムの機能評価及

び質の改善に関する研究」（研究代表者多田羅浩三）の

一環として実施した。

本報告にあたり，大震災当時，岩手県宮古保健所管内

で災害時の医療の提供に多大なるご尽力をいただいた全

国の医療支援チームの方々に深謝申し上げます。また，

大震災当時，医療支援チームの活動調整等にともに従事

いただいた宮古保健所，宮古市および山田町の職員をは

じめとした関係者の皆様に感謝いたします。

なお，本研究は企業からの資金提供等の利益相反に相

当する事項はない。

(
受付 2015. 6.12
採用 2015.11.30)
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Medical Relief Response by Miyako Public Health Center
after the Great East Japan Earthquake and Tsunami, 2011

Hiroki YANAGIHARA

Key wordsGreat East Japan Earthquake, post-acute phase, medical relief activities, information
management

Objectives To improve disaster preparedness, we investigated the response of medical relief activities
managed by Iwate Prefectural Miyako Public Health Center during the post-acute phase of the
Great East Japan Earthquake and Tsunami on March 11, 2011.

Methods The study divided the post-disaster period into three approximate time segments: Period I (time
of disaster through late March), Period II (mid-April), and Period III (end of May in Miyako
City, early July in Yamada Town). We reviewed records on medical relief activities conducted by
medical assistance teams (MATs) in Miyako City and Yamada Town.

Results Miyako Public Health Center had organized a meeting to coordinate medical relief activities from
Period I to Period III. According to demand for medical services and recovery from the local medi-
cal institutions (LMIs) in the aŠected area, MATs were deployed and active on evacuation centers
in each area assigned. The number of patients examined by MATs in Miyako rose to approximately
250 people per day in Period I and decreased to 100 in Period III. However, in Yamada, the num-
ber surged to 700 in Period I, fell to 100 in Period II, and decreased to 50 in Period III. This diŠer-
ence could be partly explained as follows. In Miyako, most evacuees had consulted LMIs which
restarted medical services after disaster, and the number of LMIs restarted had already reached 29
(94 of the whole) in Period I. In Yamada, most evacuees who had consulted MATs in Period I
had almost moved to LMIs restarted in Period II. During the same time, a division of roles and
coordination on medical services provision was conducted, such as MATs mainly in charge of pri-
mary emergency triage, in response to the number of LMIs restarted which reached 1 (20) in
Period I and 3 (60) in Period II. Following Period III, more than 80 of patients in Miyako had
been a slight illness, such as need for health guidance, and the number of people who underwent
emergency medical transport reached pre-disaster levels in both locations. These results suggest that
demand for medical services of evacuees declined to a stable level in an early stage of Period III.

Using the above ˆndings, one might justify supporting local medical institutions' recovery earlier.
Then, medical relief activities might be ˆnished properly.

Conclusion This study shows useful perspectives in the response of medical relief activities during post-
acute phase after disaster and the importance of establishing systems for information management
that apply these perspectives.

Iwate prefectural Chubu Public health Center (Formerly Iwate Prefectural Miyako Public
health Center)


